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１．はじめに
　アメリカの市場のデモグラフィックスは非常に大
きく変化しつつあるが、特に人口の高齢化はこの変
化に大きく寄与しているし、アメリカのビジネスの
関心をとらえている。高齢者は固有のニーズと大き
な自由裁量所得をもった消費者セグメントであり、
増大しつつあるからである。また、高齢化はアメリ
カなどの先進国のみならず、その他の多くの諸国に
とっても重要性をもっている、といえる。そこで、
本稿ではモーシス（George P. Moschis）らの論文「現
在の小売戦略と高齢の消費者」を採り上げることと
した１）。
　ところで高齢の消費者というセグメントをもっと
理解し、それに応えなければならない、というプレッ
シャーを感じている経済セクターは小売業である、
といえよう。小売業者たちはマーケティングチャネ
ルにおいて重要なポジションにある。というのも、
店舗は商品・サービスの供給者と消費者の最後のイ
ンターフェイスだからである。増大しつつある熟年
消費者セグメントの能力とニーズが変化し続けるの
につれて、小売業者は費用対効果の面や効率的な方
法でこれらの変化の重要性と取り組む緊急性を感じ
ているのである。
　本稿で採り挙げるモーシスらの研究はジョージア
州立大学の熟年消費者研究センターによる大規模な
全国規模の郵送調査をベースに行われているが、そ
れによれば、年齢の上昇とともに55歳以上の熟年消
費者は小売店舗からの多様なサービスに関心を表し
ており、それらが主として「高齢者のため」に企画
され促進されたならば利用する意思があることを示
している。節約的なインセンティブには敏感だが、
高齢者は、これらのインセンティブを他のブランド
や店舗に切り替えるためにではなく、むしろすでに
使っている商品あるいはすでに買物している店舗で
節約するために使いがちである、ということを結果
は示している。ATMなどの小売ベースのテクノロ
ジーの利用に対する態度の分析は、高齢者が便益を
もたらすものには好意的な反応をする、ということ
も示唆している。
　熟年市場は小売業者にセグメンテーションに関す
る大きな機会を与えている。調査の結果、熟年消費
者の志向と選好は店舗に対する態度、関心、小売サー
ビスの利用などが年齢、所得水準、教育、結婚歴お
よび退職後の状況などによって異なることがわかっ
た。特に所得水準は高齢者の消費行動に重要な影響
を及ぼすように思われる２）。高齢者の規模と富の増
大はさまざまな人々の関心を集めている。この成熟
市場への関心の増大は熟年消費者の行動の理解に寄
与する研究を導いてきたが、大部分の研究は戦略的
なマーケティングの枠組みの中で調査によって得ら
れた発見を解釈することなく記述的情報を与えてき
たにすぎない。これまでの研究は高齢者の消費活動
を描写するためには有効であったけれども、高齢者
のニーズを充足させる戦略やサービスを展開するた
めには不十分であった。というのも、そのセグメン
トの小売に特定の態度や行動に関する情報が欠けて
いたからである。高齢者の買物客の小売志向や選好
に関する情報の欠如していたために、小売領域にお
いて、このセグメントが疎外されるという危険な目
にあう恐れがある。不十分な情報に基づいてマーケ
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このグループの大半は55～64歳の間の人々から構成
されている（2200万人、すなわち41％）、その他は
65～74歳の間の人々で1800万人（34％）であり、お
よそ50年間に二倍のサイズになると予測されている。
それらは３つの年齢グループ（55～64歳、65～74歳、
そして75歳以上）に分けられるが、非常に高齢なグ
ループ（85歳以上）の増大とともに、その他の人口
セグメントの増大を上回っている。そして最も高齢
のグループは一般にその他の人口のグループよりも
六倍速く増大している。
　熟年市場に商品やサービスのマーケティングをす
る場合、そのセグメントの消費のニーズとウォンツ
とインストアの刺激や店舗以外のショッピングの刺
激に対する個人の反応を理解することが小売業者に
とって重要である。しかしながら、顧客と企業の双
方にとって、その潜在的な価値にもかかわらず、小
売戦略に対する高齢者の買物志向、選好や反応を調
査する研究はあまりにも不十分である。たとえば、
高齢者の消費者は若者よりもよりストアロイヤルが
ある、ということをたとえ調査結果が示したとして
も、その企業に対する消費者のロイヤルティを増大
させるために役立つロイヤルティや小売サービスの
詳細については、いまだにわかっていない。
　熟年消費者は小売店を評価し選択する際に若い消
費者によって使われている尺度と類似したものを
使っているけれども、その尺度の重要性は年齢に
よってばかりでなく、店舗の形態や買物の目的に
よっても異なる。例えば高齢者の買物客は若い買物
客と比べて、ディカウントストアよりも百貨店の方
を好む。販売部門の類似した年齢の店員やアシスタ
ントもロイヤルティを増大させる可能性を示してい
る。このセグメントの大きさと今日の小売業者に
よって行われているサービスの範囲とコストは競争
優位性を手に入れるために使われるが、どの基準が
高齢者に対して使われ、どれくらいの関心が特定の
サービスの提供に払われているのかを知ることは重
要であるし、それと同様にどのような状況のもとで
使われるべきなのか知ることもまた重要である５）。
３．調査概要
　大規模な全国的な郵送調査が50の州の１万人に対
ティング活動をおこなうことは、その企業の活動に
対する高齢の買物客の不満足を助長することになる
し、その企業にとって無駄であり、コストがかかる
ことを示す。たとえば、大部分のマーケッターは高
齢の人々が単一の同質的な市場グループを構成して
いると仮定するが、調査研究はこのセグメントに非
常に多様性があることをもっとも興味ある部分とし
て示している。多様なセグメントの存在が暗示して
いることは、限られたプロモーション予算しかない
人々やマージンの少ない商品やサービスの販売に従
事している小売業者にとっては脅威である３）。もし
もサービスが熟年のセグメントの人々の間のストア
ロイヤルティの決定に最大の重要性をもっているの
ならば、小売業者は配達や買物エリアのような高齢
の買物客の行動に影響を及ぼす現存のサービスの提
供の増大に焦点を合わせるだろう。あるいはまた、
「現金専用」レジの数を限定することは店舗コスト
を減少させ、また恐らく価格を安くさせるが、現金
で支払うことを好む個人の待ち時間を増やす結果は、
その店舗を利用している高齢者の顧客の満足の水準
を下げ、ロイヤルティを減少させ満足の水準を低下
させることになる。
　モーシスらの研究の目的は、小売慣行や戦略に関
する高齢のアメリカ人の意見や態度を調査により明
確にし、これらの問題に取組むことであり、この高
齢者というセグメントの全面的な満足を増大させ、
さらに満足度をためるために使うことができる活動
の方向の明らかにすることである。特にこの研究は
次の４）三つを分析している。①高齢者の顧客の志向
（特定のサービスに対する関心や店舗に対するロイ
ヤルティなど）②購買選好（支払方法、店舗の立地
や節約させるインセンティブ）③現存している小売
戦略の受取り方（小売サービス、店舗内の販売促進
および店舗ベースのテクノロジー）
２．小売顧客としての熟年消費者
　モーシスらの研究においては、熟年市場は55歳以
上の個人と定義されている。この定義によれば、熟
年セグメントの規模はU.Sセンサスでは1991年には
5300万人であったが、2010年までに7500万人、すな
わち人口の26.6％にまで増大すると予想されている。
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を取得するように設計されている。認知年齢は高齢
の回答者がどの程度まで感じ、見て、行動するか、
また13～19歳の人たちという若い人たちと類似した
関心をもっているかなどについても検証される。認
知年齢は50代以下、50代および60代以上３つのカテ
ゴリーに分類されている。それぞれのセグメントは
認知、選好、小売に関連した刺激について認知の違
いが検証される。最後に個人相互間とマスメディア
との相互作用を測定する。これらは、高齢者に関連
した様々な小売に関連した方向性の展開に対する家
族の構成員、店舗の従業員、同僚、マスメディアな
どの環境的要因の影響を明らかにする。回答者は息
子や娘、配偶者、母や父、ラジオやテレビの広告や
番組、新聞や雑誌、友人や知人および企業所有者あ
るいは従業員などや見聞きしている「市場にある商
品」「セールをおこなっている店舗」のような人々
や情報源を示すことを求められている６）。
　次にデータの分析は二つのステップを含んでいる。
１）尺度と構成の信頼ができ妥当な測定方法の開発
と２）本研究の目的を達成するためのデータ分析の
特定の要件への取り組み。信頼性と妥当性に関して、
たとえばストアロイヤルティの測定や小売サービス
に対する回答者の志向に焦点を当てた測定は主成分
分析（ヴァリマックス回転）を使うことで分析され
ている。分析結果はマーケティングや消費に対する
プロモーションに関する高齢者の志向についての先
行事例や消費者に対する情報提供の効果を判断する
ために使われる。データ分析の手続きはその研究に
関連した調査の問題に答えるために、すなわち、高
齢者の消費者行動に対するインサイトをうるために、
また、彼らの消費パターンについての代替的な説明
を明らかにするために利用される。特にこれらの分
析は①高齢の消費者セグメントの形成に関するクロ
ス集計、②回帰分析および③相関分析という３つの
ものを含んでいる。小売サービスは高齢者の買物や
ロイヤルティを考える上で主要なものである。回答
者の44.5％が店舗で援助を与えられたり、不平を処
理する個人的なアドバイザーを持つことに興味を示
している。また高齢者は店舗へ行くため、あるいは
店舗から帰るさいの交通手段といったサービスにも
同様に関心を持っている。このサービスへの関心は
して行なわれ、合計1552通の質問票が返送されてき
た。完全なものは1488票であり、951票は55歳以上
の人のものであった。これらの回答を分析し、その
結果が使われている。非金銭的インセンティブが質
問票を受け取った人の返送率を増大させるために提
供された。自分名あての、切手を貼る代わりに郵便
料金納付済の印のある郵便物が調査票の返送のため
に供給される。調査対象者の名前と住所は全国的に
知られた郵送リスト提供業者であるR. L. Polk &Co
から入手した。それは年齢グループによって細分化
されていた。質問票の長さは６頁であり、視覚的問
題がある調査対象者の回答者のために11ポイントの
活字を使っている。
　質問票は二つの部分から設計されている。前半の
部分は回答者の態度、店舗やさまざまなタイプの新
しく生まれてくる小売サービスやイノベーション、
買物選好や現在の戦略に対する反応などに関するも
のである。また個人とマスメディアのインターアク
ションの測定は、その後の生活における消費態度へ
のたとえば、店舗従業員、マスメディアなど環境的
要因の影響を明らかにすることに役立つ。さらに現
在の商品・サービスのプロモーションや伝達方法に
対する消費者の態度決定の測定についての項目も含
まれている。回答は広告、セールス・プロモーショ
ン、流通や価格設定などのようないくつかの領域に
おける特定のマーケティング刺激や政策の評価を含
んでいる。特定の刺激や慣行は文献渉猟から引き出
されたり、高齢の消費者の関心を反映し、この領域
における改善の潜在性を示している。消費、貯蓄や
支出などに対する態度や意思決定パターンに対する
一般の消費者の態度決定の尺度も得られる。現存し
ている商品やサービスに対する回答者の態度決定の
測定に加えて、どの程度まで市場にある相対的に新
しい商品やサービスに気づいていたか、興味を覚え
たか、あるいは現在使っているのかなどについて回
答も含んでいる。これらの問いへの回答はこれまで
の研究結果と比較される。そして使用率はまとめら
れ、特定の商品やサービスの概念に対する見込み需
要を決定するための関心のレベルと比較される。
　調査の後半は、年齢、性別、結婚歴、人種、教育、
職業や世帯所得など標準的なデモグラフィック情報
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の29.3％以上がATMを使い、33.0％以上がEFTサー
ビスを使い、そして13.2％がカスタムコーリング
サービスを使っている、ということを示している。
これらの数値は、明らかに、高齢者は新しく出現し
てくるテクノロジーを使うことを学ぶ困難さに気づ
いているけれども、それらを使うことの潜在的な有
利さにも気づいていることをしめしている、といえ
る。
　ダイレクト・メールによる購買は電話による直接
購買形態よりも好まれている。回答者の35.8％は、
しばしばカタログや雑誌で購入していることを示し
ているが、高齢者のわずか13.8％だけが「電話で商
品やサービスをしばしば購入する」と回答している。
55～64歳、65～74歳および75歳以上の年齢セグメン
トだけが電話で注文し、家まで配達してもらえるテ
レビの推奨販売に好意的な態度を示している。（そ
れぞれ、6.74％、4.01％および6.86％）
　熟年消費者のうちカタログや雑誌による注文を好
む人々は、65歳以上で高等教育を受けている傾向が
ある。しかしながら、全回答者の三分の二は返品し
やすいことがわかっていなければ、新商品を購入し
ないことを示している。高齢の買物客は無店舗販売
にかかわることを厭わないけれども、その商品に予
想したようなパフォーマンスがなければ、利便性へ
の関心は相殺されるといえる。直接購入に対する熟
年消費者の好意的な態度は、たとえば、ショッピン
グカートを動かせないあるいは小売店舗まで車を運
転してゆけないなどの、身体的な欠陥に関連してい
るかもしれないけれども、買物をしている間の援助
や利便性に対する選好も、このセグメントの人々に
とって重要な考慮すべき事柄である。
５．買物選好９）
　利便性は高齢者のストアロイヤルティについての
意思決定に影響を与える重要な要因であるように思
われる。回答者の42.4％は店舗が便利なところにあ
るならば、価格が高くても構わないと述べているが、
35.9％はその反対の意見を述べている。64.2％は「た
とえば、金融サービスや保険などを異なった場所よ
りも一箇所で購入する」と述べている。特に中所得
グループ（３万～４万9999ドル）で高等教育を受け
年齢とともに増大している。つまり高齢の消費者の
方が若い消費者よりも関心を持っている。55～64歳
の人々の11.5％だけがショッピングセンターまで
乗ってゆくコミュニティバンの利用を示している。
75歳以上の最も高齢なグループの24.5％は交通手段
に関心を示している。年齢と相互作用する教育水準
は熟年消費者のサービスへの関心に影響を与えてい
る。職業学校や高校卒業などの資格を持っている比
較的教育水準が低い65歳以上の人々は店舗での個人
的アドバイザーへの選好を短大以上の教育を受けて
いる高齢者よりも示している７）。
４．調査結果８）
　大部分の高齢者は小売店に対してロイヤルティを
もっているように思われる。回答者の70.9％は「い
つも買っている店舗で買い物をすること」に対する
選好を示している。しかしながら調査結果は、一般
に、人々が年齢とともに店舗に対するロイヤリティ
が増大してはいない、ということを示している。こ
れは、高齢者が硬直的であり、自分のやり方に固執
し、生活における変化を避けようとしている、とい
う考え方とは相容れない。同一店舗で買い物するこ
とを好む人々は低い社会階層に属しており、配偶者、
家族や他の人々と一緒に生活しがちである。
　サービス以外の要素の提供あるいはリスクの低減
が高齢者のロイヤルティのある行動を動機づけてい
ることは明らかである。多くの高齢者は店舗名を特
定の商品やサービスを購入する際の基準として使っ
ている。つまり、店舗名が商品やサービスが良いか
を占うための基準として使われている、ということ
を示している。また、回答者の50.5％が、ある商品
の価値をその商品を売っている店舗名によって判断
していることを示している。最も高齢のセグメント
はそれよりも若いセグメントよりも商品をこの基準
で判断している。
　テクノロジー全般に対する態度をたずねたところ、
37.3％が「テクノロジーの改良は、実は生活を楽に
してきたわけではなく、取り扱うことを難しくして
いるだけである」という考え方に同意した。しかし
ながら、ATM、EFT（電子資金振替）やカスタムコー
リングサービスの利用に関する回答は、熟年消費者
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がなかったアイテムを購入させる、と述べている。
しかしながら、高齢の消費者が特売においてどんな
ブランドでも購入するわけではない、ということは
重要である。熟年の消費者は慣れ親しんだブランド
を購入することを好むから、彼らは購入決定をする
場合に特定のブランドを想起させるインセンティブ
のみ効果がある。
　特売のアイテムを購入する傾向は年齢とともに増
大するが、中所得者（３万～４万9,999㌦）で顕著
である。年齢とともに、十分な教育を受けた人々は
他の人々よりも現金割引をより好むようになる。高
い認知年齢（自分を何歳と認識しているか）はクー
ポンの利用傾向のある熟年のひとびとと明らかに関
連している。高所得者は、特売やクーポンの利用お
よびその他の販売促進手段（例えば、フリーサンプ
ル）にあまり期待しないが、70.1％は使える時には
いつでもクーポンを使っているし、68.2％は店舗に
おいて現金で商品やサービスを購入する場合には値
引品を購入する、と述べている。全体として調査の
結論として女性は男性よりも値引きや販売促進に対
して好意的であるが、熟年男性は女性よりも現金割
引に関心を示している。
６．現在の小売戦略に対する反応10）
　小売サービス、インストアプロモーションおよび
テクノロジーについては次のような結果が得られた。
店舗により与えられる特定のサービスは高齢者に
よって正当に評価されているように思われる。「現
金専用」レジやシニアに対するディスカウントを別
にすれば、多くの回答者は店舗が係員付駐車場
（27.8 ％） を 提 供 す べ き で あ る、 と 思って い る。
45％は大部分の店舗には十分な「現金専用」のレジ
がなく、その他の支払い形態が現金専用レジや清算
の列での支払いを遅らせていると思っている。「現
金専用」レジへの選好は中所得の人々の間で年齢に
応じて増加がみられる。それに対して、係員付駐車
場への選好は（３万ドル以下）の最低所得グループ
の人々の間でのみ増加している。
　熟年の買物客は、その所得水準や年齢に応じた店
舗のディスプレイも好意的に反応したり、しなかっ
たりする。35％は店舗の特別なディスプレイにひき
た回答者の間では、年齢は立地の利便性に対して高
価格の支払いをする意思と関連している。高年齢は
立地の利便性のための高価格の支払いする熟年消費
者の意思とはっきりと関連している。高所得の熟年
者が低所得者よりもかなりの程度において利便性を
好む、ということは驚くべきことではない。
　高齢者は高い生活水準に出資する手段としてより
も、利便性のためにクレジットを使っている。高齢
者の43.3％は、商品をクレジットカードやチャージ
カードで購入するが、そのために借金するよりも節
約することの方を選んでいる、ことを示している。
調査によれば、5.3％は毎月の支払残高を完済して
いない。富の範囲内での生活に対する志向は、支払
手段として現金を選ぶ高齢者の選好を反映している。
回答者の78％は、ほとんどのものを買う場合に現金
で支払うことを選んでいるが、10.6％だけがその他
の支払い形態を選んでいる。現金使用者は低い社会
階層に属しており、クレジットカードの使用者より
も高齢である。低所得で雇用されていない高齢者は
クレジットに対して好意的な態度をもっているが、
クレジットカードの利用は上層の社会階層で最も高
い。高齢者の大多数は、その他の支払い形態よりも
現金を好むように思われるが、かなりのひとびとは
クレジットカードをいまだに使っている。
　特に高齢の消費者に照準を合わせた戦略やサービ
スを展開し推進することは、それが良い手法で行わ
れる限り容認しうる。熟年の回答者のほぼ54％が、
企業は高齢者に特別なディスカウントを提供すべき
だ、という意見をもっている。たとえば職業学校あ
るいは高校またはそれ以下の教育しか受けていない
人々は、短大あるいは大学いずれかの学位を持って
いる非常に高学歴な人々に比べて、年齢に応じたシ
ニアディスカウトに対する選好を示している。
　高齢の買物客は価格に敏感で購入しがちであり、
特売品に反応する、と思われている。つまり特売品
が値引きされているか、クーポンが付いているかあ
るいはその他のセールス・プロモーションがあるか
どうか、ということに反応する。たとえば、高齢の
消費者は商品が特売と広告されているかどうかに注
意をはらう。回答者の74.8％は「特売を告知する広
告に注意している」し、45.9％は特売が購入の予定
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ナルアドバイザーの提供や支払方法として現金を好
む高齢者が利用できるように提供される現金専用の
レジなど様々なタイプの利便性の形を強調する戦略
を立てている。高齢の買物客は「買物しがち」であ
るが、節約するためだけにどんなブランドも買わな
いわけではない。高齢者は親しみのあるブランドを
別のブランドを切り替えることをためらいがちであ
るから、ブランドの親しみやすさを増すことで小売
業者は高齢の消費者の心に彼らのブランドを考慮さ
れるブランドの一つに位置づけることができる。
クーポンはブランドを切り替えることよりもむしろ
同一ブランドの購入を導く。趣味が良かった場合、
「高齢の消費者」に照準を定めたディスカウントあ
るいはサービスは受け入れられるように思われる。
熟年消費者は商品やサービスがどれくらい良いのか
はそれを販売している店舗の名前で予測する。高齢
の消費者の消費決定は商品を購入する店舗の名前に
よってしばしば影響を受ける。この事実は、小売業
者に対して主として商品/サービスや利便性を与え
ることに焦点を合わせることよりも店舗名に関する
エクイティを構築する努力を拡張する必要がある、
という価値のある洞察を与える。高齢者はテクノロ
ジーをひどくきらっているわけではない。ハイテク
の商品やサービスはベネフィットが明白ならば、高
齢者に強くアピールしないわけではない。高齢者は
ハイテク商品やービスに対する好意的な態度をあま
り表明しそうにはないが、彼らにベネフィットをも
たらすテクノロジーに好意的な対応をするように思
われる。しかし年齢、所得や性別などによって新し
く出現してくる商品やサービスへの反応は様々であ
る。調査の結果から、高齢者はベネフィットが明ら
かな場合には新商品やサービスに対して好意的な態
度を示している。新商品やサービスの潜在的なユー
ザーのプロファイルは高齢の消費者が現在使ってい
る商品やサービスに基づいて開発すればよい、とい
うことは明らかである。
　年齢は高齢者の買物行動の原因となる単にその他
の要因に対する尺度になる、ということを示してい
るに過ぎない。つまりセグメンテーションの変数と
して年齢を使うことに焦点を合わせている現在の慣
行の大部分は高齢者の行動についての薄弱な指標で
つけられることを認めているし、32.7％はインスト
アのディスプレイに対して反対の態度を示した。中
所得の回答者の中には年齢が上がるとともに特定の
ディスプレイに惹きつけられる、という傾向がある
が、３万～５万あるいはそれ以上の所得の人々に関
しては減少傾向がある。
　フリーサンプルは新商品を購入する際に想起され
るリスクを減少させる手段として熟年消費者に対し
て効果的な販売促進技術である、と思われている。
それは回答者の44.5％は、もしもフリーサンプルを
使わなかったら、ヘルスケアの新商品を購入するこ
とに躊躇する、と述べていることからもあきらかで
ある。75歳以上の人々の中でも、特に限られた教育
しか受けていないひとはその他のどんなグループよ
りも購入する前にサンプリングされた商品への選好
を示している。
　すべての熟年消費者が他の人々と同様に小売り
ベースのテクノロジーを利用するわけではない。調
査の結果は、所得や教育水準に関係なく、Telephone 
Calling Serviceの利用が年齢とともに減少している
ことを示している。ATMを使う傾向はあまり教育を
受けていない回答者の間では一定しているが、高い
教育を受けた人々の間では減少しているし、地理的
には北方の州に住んでいる人たちにもっとも使われ
ている。所得や教育水準にもかかわらず、またEFT
の利用が年齢とともに増大しているにもかかわらず、
低所得グループの高齢者は一般にテクノロジーの利
用をあまり好まないと思われている。高齢者は技術
革新に抵抗するという通念があるにもかかわらず、
今回の調査は高齢者が選択のベネフィットが明らか
な場合にはテクノロジーに対して好意的に反応する
ことを明らかにした初期の研究の発見を再確認した、
といえる。
７．まとめ11）
　利便性は高齢者の行動に影響を与える重要な要因
である。高齢者は買回りに時間を費やすことが無駄
であると伝統的に考えられているとはいっても、利
便性は消費者行動の重要な要因である。小売業者は
高齢の顧客に対して便利な立地、店舗へ行くための
援助、店舗内の手助け、不平を聞いてくれるパーソ
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９）Ibid., pp.55-57.
10）Ibid., pp.57-61.
11）Ibid., pp.62-63.
あるように思われる。社会階層はより強力な指標で
あるように思われる。つまり、年齢それ自体は年齢
と関連しているいくつかのその他の要因の代用的指
標である、ということは特筆に値する。
　以上がモーシスらの諸説の概要である。すでに指
摘したように、今後わが国ならびに世界の諸国で高
齢化が一層進んでくることは明らかであり、マーケ
ティング論、流通論、消費者行動論などの分野にお
いても、現実の高齢者の行動や意識をベースした研
究が必要となろう。単なるマーケティングのター
ゲットとしてではなく、高齢者のニーズを明らかに
し、それを充足するための方策を考えることが急務
であり、その意味でも調査に基づくモーシスらの研
究は注目に値するといえる。
注
１）George P. Moschis, Julie Z. Sneath ,Anil 
Mathur “Existing Retail Strategies and The 
Older Consumer” Journal of Shopping Center 
Research, 1995, Vol.2.Issues2, pp.47-64. モーシ
スらの研究は高齢の大人の買物志向、買物選好
および現在の小売戦略への反応を評価するよう
に企画されたジョージア州立大学の熟年消費者
研究センターによる大規模な全国規模の郵送調
査の一部として、結果は50州からランダムに選
ばれた55歳以上の熟年者951人の回答結果に基
づいて行われている。世界の高齢化については、
たとえば、平成12年度版『厚生白書』や平成24
年版『高齢社会白書』などを参照されたい。ま
た、モーシスについては次の書評の参照をされ
たい。田村正紀「George P. Mochis, Consumer 
Socialization : A Life-Cycle Perspective,国民経
済雑誌、1988年７月、158（1）、129～132頁。
２）Ibid., pp. 47-48.
３）Ibid., pp. 48-49.
４）Ibid., p.49.
５）Ibid., pp.49-50.
６）Ibid., pp.51-53. 
７）Ibid., p.53.
８）Ibid., pp.53-55.
